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○ 推進地区として実施した取組の内容 

１ 重点課題への取組状況  

(1) 推進校における授業研究及び校内研修の充実 

  推進校では、「授業を見合う会」という形で平素から実践的な研修を積んでい

る。そこで、平成２２年度は学校担当指導主事が日常的に学校を訪問し、継続的

な指導を行ってきた。 

年度当初には、学校担当指導主事が推進校を訪問して学校長と面談を行い、

「学校マニュフェスト」（学校長から提出されている重点事項と行動計画）に位

置づけられている、「確かな学力の育成を図る学習指導」の具現化のための指導

助言を行った。 

年間計画に位置づけられた授業研究会において講師として指導助言を行うだ

けでなく、学校担当以外の指導主事も含めて日常的に学校を訪問し（のべ２０

回）、授業を参観するとともに、必要に応じて指導・助言を行った。 

指導助言の際には、同一校区内の小学校の校内研修の事例を紹介するなどし

て、研修における校種間連携の促進を図り、小中相互の授業参観等も行われた。 

 

(2) 研究発表会開催による研究成果の共有 

３年間の研究の成果を推進地区で広く共有するための方策として、研究成果発

表会を計画していたが、推進校の校舎建て替え工事時期と重なったため、研究発

表会等の実施が困難な状況となった。 

そこで、推進地区における研究成果の共有のための方策として、次の２点を実

施した。 

① 推進地区の小・中学校研修主任会における研究成果発表 

    推進地区の全小・中学校の研修主任で組織される研修主任会の合同研修会

において、推進校の研究成果について報告する機会をもった。生徒自身の自

己評価による研究成果の検証では、「自分の意見をしっかり述べることがで



きた」という設問に対して、「よくあてはまる」と答えた生徒が倍増し、「あ

まりあてはまらない」「全くあてはまらない」と答えた生徒が大幅に減る（２

５％→１４％）などの、研究成果が報告された。生徒アンケートを生かした

授業改善の取組は、推進地区の小・中学校にとって大変参考になるものであ

った。 

 

② 推進校が研修のまとめとして発行している「大殿プラン」の各学校への配付

による、成果の共有や普及 

「大殿プラン」は、各教科部会ごとに設定された追求課題に対する研究の

方途や実践事例をまとめたもので、毎年１回発行されている。今年度は、「大

殿プラン」を推進地区の各学校に１冊ずつ配付するにとどまらず、推進地区

内学校間のイントラ上に電子書籍として掲載し、推進地区内のどの教職員か

らも簡単に閲覧することができるようにした。教科ごとの実践事例も掲載さ

れ、他校の研究推進に大変参考になるものである。 

 

(3) 研修主任会及び山口市教育研究会との連携を密にした学力向上の取組 

    市教委から、推進地区内小・中学校の研修主任で組織される研修主任会に対し

て「指導力向上に関する研究」を委託し、各学校における研修推進の中核リーダ

ーとしての資質向上を図る研修を充実させると共に、相互の情報交換を推し進め

ることで具体的なノウハウを学ぶ機会を提供した。 

今年度は、ワークショップ型による校内研修の活性化について実践的な研究

を行い、各学校における校内研修の活性化に大きな成果を残すことができた。 

推進校では、平成２１年度の中学校研修主任会で受指導をいただいた講師（山

口短期大学教授 和田 征文 氏）を校内研修の専任講師とし、授業研究会に毎回

招聘することを通して、推進校と推進地区全体とが同一の方向で研修を深めるこ

とができた。 

また、推進地区の公立幼稚園１０園、公立小学校３４校、公立中学校１８校、

附属学校４校、県立特別支援学校２校、私立中学校１校が加入する教育研究団体

「山口市教育研究会」では、教科・教科外・領域別の３６研究部会が組織され、

平成２２年度は「夢の実現へ向かって」を研究主題として研究に取り組んだ。学

力向上に関しても、各研究部会ごとの研究テーマに基づいた授業研究会や講座等

により研修が計画的に推進された。 

長期休業中には市内教職員が一同に介し、山口市教育研究会研究大会を開催

し、部会ごとに幼・小・中学校からそれぞれ実践発表が行われた。異校種の教員

が相互に参加し、研修ができたことにより、各学校での校内研修に良い影響を与

え合うことができた。 



２ ３年間の成果及び今後の課題 

 

(1) 「授業を見合う会」の日常化 

推進校においては、この３年間で「授業を見合う会」が日常化したことが一つ

の成果として上げられる。そこに、本市が昨年度より開始した「指導主事学校支

援分担制度」が機能することで、同僚性に支えられた研修に外部からの視点が加

わり、より客観的な授業評価が可能となった。 

推進地区では、校内研修テーマに掲げられた表現は少しずつ異なるものの、全

ての学校において児童生徒相互の学び合いによる基礎学力の習得と、それを活用

した思考力・判断力・表現力の育成をめざした学習が展開されている。この数年

で１人１授業公開等の取組を行う学校が増えてきた。今後、推進校における取組

の成果を生かして、指導主事がそれぞれの学校の校内研修に積極的に関わってい

くことで、校内研修の学校間及び校種間のつながりが生まれ、推進地区全体の学

力の底上げにつながるものと考える。 

また、推進校が継続的に実施してきた「各教科の授業評価アンケート」を参考

にしながら、教員による授業評価の研究も進めていくように指導することを通し

て、ＰＤＣＡサイクルに則った授業改善及び校内研修の活性化を推進していきた

い。 

(2) 全国学力・学習状況調査結果の分析による成果の把握 

本年度で４年目を迎える全国学力・学習状況調査については、各小・中学校

が有効に活用していくための指導資料を毎年作成して配付している。昨年度から

は、特に状況に改善のみられた項目を取り上げて詳細に解説している。 

また、解説資料の活用を推し進めるため、イントラ上に資料の電子データを

掲載している。 

推進地区における平成２２年度全国学力・学習状況調査の平均正答率は、小

・中学校とも全国平均を上回っており、特に中学校は、全国平均正答率と比較し

て同程度以上の学校の割合が７３％と、全国平均を大きく上回っている。 

今年度の調査結果で特筆すべき点は、中学校３年生で「全国学力・学習状況

調査」を実施した生徒の、平成１９年度に小学校６年生で実施した結果との比較

である。 

それによると、国語、数学ともに問題Ａ（主として知識に関する問題）、問

題Ｂ（主として活用に関する問題）のいずれにおいても、全国平均正答率と比較

して同程度以上の学校の割合が、ほぼ全国平均と同程度であった平成１９年度に

比べてかなり向上していることがわかる。 

 これは各学校が授業改善や校内研修の充実などを柱にして、学力向上に取り組

んできた成果の現れであり、３年間の取組の成果が確実に現れていると考える。 


